
第　４　章　　　下　水　道

１　下水道等の整備

◆処理人口と普及率

第 1 節 下水道の整備

下水道等の「生活排水処理施設」は、汚水の処理・トイレの水洗化といった生活環境の改善は

もとより、河川などの公共用水域の水質保全のためにも重要な施設で、健康で快適な生活環境を

営むために不可欠な社会資本として広く県民に認識され、早急な整備が求められています。

このため、「秋田県生活排水処理整備構想（第３期構想）」において、下水道等の生活排水処

理施設の整備促進を重要施策の一つとして位置づけ、平成３０年度末の生活排水処理の人口普及

率を９０％として目標に掲げ促進に努めています。

整備にあたっては公共下水道事業（国土交通省）、農業集落排水事業（農林水産省）及び合併

処理浄化槽事業（環境省）など地域の特性に合わせて整備を進めており、普及率の伸びは全国平

均を上回って推移しています。

しかし、秋田県の普及率は平成２６年度末で８４．５％と全国平均の８９．５％と比較すると

依然立ち後れた状況にあるため、今後とも計画的な整備促進が必要です。

２５市町村の全てが生活排水処理施設の供用を開始しており、処理人口は平成２７年３月

末現在で、８８７，３７６人となっています。

　　　　　　　　　　（人口単位：（人））

　　　　　事業種別

処理人口 657,461 727,000 825,100

普 及 率 62.6% 65% （ 73.0% ）

処理人口 111,658 138,200 149,700

普 及 率 10.6% 12% （ 13.2% ）

処理人口 118,257 149,600 156,000

普 及 率 11.3% 13% （ 13.8% ）

処理人口 887,376 1,014,800 1,130,800

普 及 率 84.5% 90% （ 100% ）

162,294 116,000 －

1,049,670 1,130,800 1,130,800
　　　　　　　資料：【秋田県生活排水処理整備構想(第３期構想)】

　　※平成２６年度末の秋田県全人口＝平成２７年３月末の住民基本台帳人口

　　※普及率（％）＝処理人口／各年度の秋田県全人口

現　　　　状
平成２６年度末

目標年次
平成３０年度末

目標年次
人口フレーム
（人口比率）

未 整 備 人口

秋田県全人口

公共下水道

集落排水等

合併浄化槽

合　   　計
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◆下水道等の種類

下水道、集落排水、合併処理浄化槽などの生活排水処理施設は、目的、地域、事業主体などにより

一般に次のように分類されます。
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◆生活排水処理施設のイメージ
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 ◆生活排水処理施設の整備状況（普及率） 平成27年3月31日現在

◆市町村別（整備手法別）普及率 単位：　％

順位 市町村名
住民基本
台帳人口

公共
下水
道

農業
集落

漁林
集落
等

合併
浄化
槽

合計

1 大潟村 3,210 100.0 - - - 100.0

2 井川町 5,124 96.7 - - 3.0 99.7

3 八郎潟町 6,286 98.4 - - 0.4 98.8

4 秋田市 317,651 92.3 3.1 - 2.0 97.5

5 八峰町 7,800 69.0 16.8 10.2 1.3 97.3

6 上小阿仁村 2,562 41.6 44.8 - 10.7 97.2

7 潟上市 33,800 93.3 3.0 - 0.8 97.1

8 にかほ市 26,261 62.7 28.2 0.4 5.5 96.9

9 藤里町 3,602 74.7 6.6 - 13.9 95.3

10 三種町 18,012 69.4 14.7 - 8.5 92.6

11 由利本荘市 81,399 42.8 29.2 2.1 11.5 85.7

12 五城目町 10,093 74.2 - - 8.9 83.1

13 東成瀬村 2,686 - - - 82.9 82.9

14 北秋田市 34,533 48.3 18.7 - 12.8 79.7

15 大仙市 86,061 39.5 23.4 - 16.4 79.4

16 美郷町 20,802 20.8 19.9 - 37.9 78.6

17 大館市 76,135 49.8 9.8 - 18.5 78.1

18 男鹿市 30,035 67.1 4.6 1.6 4.1 77.4

19 横手市 95,175 48.0 8.8 0.1 17.6 74.5

20 仙北市 28,384 36.8 16.5 0.5 20.3 74.2

21 小坂町 5,596 56.5 0.0 - 17.5 74.0

22 羽後町 16,240 39.2 16.1 - 15.5 70.8

23 湯沢市 48,586 39.3 8.3 - 22.1 69.7

24 能代市 56,592 45.1 0.4 - 22.8 68.4

25 鹿角市 33,045 43.9 3.6 - 11.2 58.7

947,657 63.3 10.2 0.3 10.7 84.4

102,013 56.2 11.9 0.8 16.8 85.6

1,049,670 62.6 10.3 0.3 11.3 84.5

◆地域振興局管内別（整備手法別）普及率 単位：　％

住民基本
台帳人口

公共
下水
道

農業
集落

漁林
集落
等

合併
浄化
槽

合計

38,641 45.7 3.1 0.0 12.1 60.9

113,230 49.1 13.3 0.0 16.6 79.1

86,006 53.6 5.2 0.9 17.5 77.2

406,199 90.3 3.1 0.1 2.2 95.7

107,660 47.7 29.0 1.7 10.0 88.4

135,247 36.1 21.4 0.1 20.5 78.2

95,175 48.0 8.8 0.1 17.6 74.5

67,512 37.7 9.9 0.0 22.9 70.5
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県平均普及率

84.5%

■ 種類
(市町村数)

(24)

(19)

( 6)

(24)
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平成２６年度末普及率

89.5
84.3 84.5
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秋田県生活排水処理人口（市町村）普及率状況

普及率 84.5%未満
（秋田県平均未満）

普及率 84.5%以上
～89.5%未満

普及率 89.5%以上
（全国平均以上）
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流域関連市町村 15

凡 例

注）平成２６年度末データは、東日本大震災の影響により福島県を除く４６都道

府県のデータです。

このため、東北のデータは５県の集計データです。

井川町

八郎潟町
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２　　生活排水処理施設の整備方針

（１）流域関連公共下水道の整備拡大を受け、流入汚水量増加に対応した施設整備を推進します。

また、社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止するため、下水道施

設の計画的かつ効率的な改築更新等を実施します。

（２）公共下水道・集落排水・合併処理浄化槽の各事業を効率的に組み合わせ、地域の特性に応じ

た整備を促進します。

（３）県と市町村の協働による地域づくりの推進と低炭素・循環型社会の貢献を目的として、下水

道等の生活排水処理事業の広域・共同化と下水バイオマスの利活用を推進します。

［平成２８年度事業概要］

１）流域下水道事業

①流入汚水量の増加に対応した施設整備

・臨海処理区 処理場水処理施設の能力増強、管渠整備（２条目）

②設備劣化等による改築更新

・臨海処理区 管渠長寿命化対策（添架管更新）、ポンプ場設備の更新、長寿命化調査

・横手・大館処理区 処理場水処理設備等の更新

③耐震化対策

・臨海・大曲処理区 水処理施設耐震化、管渠耐震診断

・横手処理区 管渠耐震診断

・鹿角処理区 汚泥棟耐震化

２）公共下水道事業

・市街地等における生活排水施設の整備・更新・・・秋田市ほか１８市町村

３）農業集落排水事業

・農業集落における生活排水施設の整備・更新・・・秋田市ほか３市

４）合併処理浄化槽設置整備事業

・集合処理整備区域以外の地区における生活排水施設の整備・・・秋田市ほか２０市町村

５）生活排水処理の広域共同化

・流域下水道と秋田市八橋処理区との統合事業

・県北地区の汚泥広域共同処理事業

◆広域・共同処理のイメージ
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下水道施設の整備とともに施設そのものも耐用年数に応じ老朽化し、修繕、改築などの費用が増

加しております。常に適切で効率的な維持管理に努めるためには、管渠、ポンプ、処理施設などの

設備の維持管理ばかりではなく、下水道に流入する汚水、また下水道から放流する処理水の管理も

必要です。

したがって、下水道の維持管理には汚水を排出する家庭、事業所などの排水設備の規制指導また

放流水の水質管理も大切なことです。

流域下水道及び十和田湖公共下水道の効率的・効果的な業務運営を図るため、平成２１年４月１

日から指定管理者が日常の維持管理業務を行っております。

下水道の
維持管理

下水道施設の維持管理

下水道台帳の調製・保管

終末処理場、ポンプ場の運転管理・保守点検

放流水の水質管理
下水汚泥の処理・処分
下水道管渠の清掃・保守点検
下水道施設の改築・修繕

流入水の管理

排水設備の設置指導
事業場排水の規制指導

そ の 他

水洗化の促進
使用料の徴収

処理場の維持管理

処理水の水質を法令の基準に適合した良好
なものとするため、処理施設の運転操作を
適正に行うことが必要です。また、下水汚
泥を適正に処理し、減量化に努めることも
必要です。

第 ２ 節 下水道の維持管理
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下水管の維持管理

下水管の底に砂や汚泥が堆積すると、

汚水があふれだす原因となります。ま

た、下水管が破裂すると、下水が流れな

いばかりでなく、管内への土砂流入によ

り管が埋設されている道路を陥没させる

こともあり、下水管を定期的に清掃・点

検する必要があります。

近年の下水道の普及とともに、

下水道施設が増加しています。こ

うした中で、古くから下水道事業

を実施している都市を中心に耐用

年数を経過した施設が増えてきて

います。このため、改修・修繕事

業は下水道事業の中で次第に大き

なウェイトを占めてきています。

下水道施設の改修・修繕

放流水の水質検査 処理施設の点検

マンホールの点検

高圧洗浄車による清掃作業
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第 ３ 節   広 報 活 動 

 下水道等事業の整備促進にあたっては、住民との協働により地域のニーズを施策に反映さ

せて事業展開を図っていく必要があります。このため県民に対して常に事業への関心を喚起

し、下水道等の役割・必要性、下水道使用料の仕組み等について、正しく理解してもらうた

め、県では施設見学会及び勉強会等の広報活動を実施しています。 

臨海処理センター 

大館処理センター 大館処理センター 

臨海処理センター 
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